
■ 「第２期 守口市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置づける取組一覧
重要業績評価指標（KPI） 具体的な取組

初期値 指標の これまでの取組 今後の具体的取組方針

（年度） 定義・出所 初期値 達成率 備考 （R3.2) （令和７年度に向けて）

基本目標　１）若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる

1
乳幼児とのふれあう
機会の提供

・中学生に対して、子どもを生み育てることの
意義を理解し、男女共同して家庭を築く大切
さを感じることができるように、認定こども園、
幼稚園及び保育園を訪問するなど、幼い子
どもとふれあう機会を提供します。

継続

・中学校等に対し、子どもを生み育てるこ
との意義を理解し、男女共同して家庭を
築く大切さを感じることができるよう、職場
体験の一貫として、幼稚園等を訪問する
などの幼い子どもとふれあう機会を提供
する。

・今後も引き続き、職場体験の一貫とし
て、幼稚園等を訪問するなどの幼い子ど
もとふれあう機会を提供する。

・職場体験の実施（R2はコロナで全中学
校等で実施できず）。
・小学校から高等学校までキャリアパス
ポートを活用し、さまざまな活動をとおし
て自身の変容や成長を肯定的にとらえ、
発達段階に応じたキャリア教育の充実を
図る。

・今後も職場体験を継続して実施。
・キャリアパスポートを活用してキャリア
教育の充実を図る。

2

ライフデザインセミナーに
かかるアンケート項目に
おける肯定的な回答割合
（％）

50 ％ 未実施

新たな取組であるため、
まずは参加者のうち
50％は、セミナーに対し
て肯定的に捉えていた
だくことお目標に設定。

未実施 人権室 3

ライフデザインセミ
ナーの開催と相談等
による情報提供の充
実

・若い世代のうち社会人が、自分の価値観に
基づいて人生の生き方の構想を描くことがで
きるよう結婚や子育て、住まい及び仕事等、
将来の人生設計（ライフデザイン）を考える
きっかけをつくることを目的に、産官学連携に
よるセミナー等を各関係機関との連携を図り
つつ開催するとともに、全庁的取組として
様々な制度等の紹介や相談を適切に行うこ
とができる庁内各専門窓口につなぐことがで
きるよう総括的な窓口を設定し、ライフデザイ
ンの観点から情報提供体制の充実を図りま
す。

新規

・ライフデザインに係る講座やイベント等
の情報提供
・制度等の紹介や相談について、関係課
や関係機関への案内
・人生の生き方を含む相談女性のための
悩み相談

・ライフデザインに係る講座やイベント等
の情報提供
・制度等の紹介や相談について、関係課
や関係機関への案内
・人生の生き方を含む女性のための悩み
相談
・関係事業所団体へ働きかけ、ライフデ
ザインについて理解の促進

1
若い世代が出会う機
会創出の支援

・結婚したいと思う若い世代（社会人）が、よ
い人と巡り合うことができるように、趣味を同
じくする人の交流機会等、若い世代が出会
い、交流する機会を増やすため、関係機関が
実施する婚活イベント等を支援します。
・若い世代に対して、公民連携による出会い
の場の創出を充実します。

継続

・公民連携による、婚活イベントを実施予
定であったが、コロナウイルス感染拡大
防止の観点から中止。

・大阪府が実施する公民連携イベントな
どへの協力や、婚活イベントを企画・運営
する関係機関等との連携を図るなど、若
い世代の出会いの場の創出に努める。

2
不妊治療に関わる
医療に対する費用
の経済的支援

・子どもが欲しいと望んでいるにも関わらず、
子どもに恵まれない夫婦に対して、不妊かど
うか正しく判断し、適切な治療を受ける機会
を支援するために、不妊検査・治療に要する
費用の一部を助成します。

継続

・市ホームページや守口市健康カレン
ダーへの掲載や、事業案内・申請方法を
記載したちらしの庁内各所（市役所情報
コーナー設置・医療機関）への配架及び
婚姻届け提出者への配布

・要綱改正により1会計年度につき1回助
成金を交付し、第2子を望む夫婦及び治
療が長期（一年以上）に及ぶ夫婦に対
し、更なる経済的支援を行う。
・申請方法のちらしや申請等の様式等を
見直し、申請者の申請への負担軽減を
図る。
・従前の制度周知の方法や周知の場の
見直しを行い、制度認知度を向上する。

・転入妊婦を対象とする母子健康手帳別
冊（妊婦健診・乳児一般受診券）の交換
対応の際、保健師等により母子・乳児検
診等の受診勧奨や、それに付随する相
談対応を行った。

・対応窓口において、妊婦・乳児向けのイ
ベントやちらしを目につく所に配架し、妊
婦等へ有益な情報を届けられる環境を醸
成する。

妊娠届出時に助産師等の専門職が面接
し、不安の軽減を図っている。
両親教室の実施により情報提供等行っ
ている。

助産師・保健師等の専門職による妊娠届
出時の面接で、初期の段階から不安や
疑問などの解決を図るきっかけづくりを引
き続き行っていく。
両親教室で、ニーズに応じた情報提供が
できるように努める。

4
妊娠・出産・子育て
までの切れ目ない支
援

・子どもの育ちに関するワンストップ相談窓口
である子育て世代包括支援センター「あえる」
において、妊娠期から子育て期までの子育て
家庭の総合的な相談・支援を行います。

新規

母子保健事業、児童虐待防止対策事
業、子育て支援事業を一元化し、必要に
応じて妊娠期から子育て期までの総合的
な相談・支援を実施している。
健康推進課で実施となる節目の乳幼児
健診についても、情報共有を図り支援で
きるように取り組んでいる。

市町村子ども家庭総合支援拠点を令和４
年度に設置するとともに、引き続き、健康
推進課が実施する節目の乳幼児健診と
情報共有を図りながら、妊娠期から子育
て期までの総合的な相談・支援を実施し
ていく。

基本的方向
めざす値(R7)

実績値
担当課 区分

1

若い世代がラ
イフデザイン
を描くことを支
援する

1

キャリア教育にかかるア
ンケート項目「自分にはよ
いところがある」、「将来
の夢や目標を持ってい
る」における肯定的な回
答割合（％）

82.5 ％
78.2％
（Ｒ１）

※第６次総計と同一指
標
定義：全国学力・学習状
況調査のアンケート項
目「自分にはよいところ
がある」「将来の夢や目
標を持っている」の肯定
的割合の平均

出所：文部科学省 「全
国学力・学習状況調査」

・子どもたちが、学ぶことと自己の将来とのつ
ながりを見通しながら、社会的・職業的自立
に向けて必要となる資質や能力を身につけ
ていくことができるよう、企業や地域人材等の
協力を得た職場体験や出前授業を実施しま
す。		

継続

2

若い世代の
結婚・妊娠・
出産を支援す
る

1

妊娠から出産までに子育
て世代包括支援センター
の専門職による相談・支
援等を受けた人の割合
（％）

100 ％
97.9％
（Ｒ１）

78.2 95% 学校教育課

2
守口市で学ぶ子ども
たちに対するキャリ
ア教育の実施

※第6次総計と同一指
標
定義：妊娠届出時また
は出産までに保健師等
の専門職による面接(電
話も含む）を受けた人の
割合。
出所：子育て世代包括
支援センター調べ

97.9 98%
子育て世代包
括支援セン
ター

2
不妊検査・治療費用助成
件数

80 件
80件

（Ｒ１）

定義：守口市不妊検査・
治療費助成金交付要綱
に基づき、当該助成金
を申請した夫婦の件数
出所：健康推進課での
交付実績

80 100% 健康推進課

3
妊娠・出産について
の情報提供・相談

・若い世代の妊娠・出産についての悩みや不
安を軽減するために、情報提供や相談を実
施します。

継続

資料２
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資料２

1 産後ケアの取組

・出産後において、不安や体調不良のある母
子に対して、母親への心身のケアや育児サ
ポートなどが受けられる環境を引き続き提供
します。

継続

妊娠届け出時に、出産後のサポートとし
て周知に努めている。

妊娠届け出時の面接等で、産後のサ
ポートが得られない可能性のある妊婦
に、今後も早めに情報提供を行う。

2
子育てをしている親
子のつながりづくり
を支援

・子育て世代包括支援センター、児童セン
ター、民間認定こども園６園の市内８か所に
おいて地域子育て支援拠点施設を設置して
います。各拠点施設によるイベントや講座
等、特色ある取組により引き続き身近な地域
において親同士、子ども同士がふれあい育ち
あう環境を提供します。

継続

子育て世代包括支援センター、児童セン
ターにおいては週６日、民間認定こども
園６園においては週５日、地域子育て支
援拠点施設を開設し、子育て親子の交流
の場を提供するとともに、特色あるイベン
トや講座等を実施している。（ただし、新
型コロナウイルス感染症拡大防止による
休止・中止あり）

各拠点施設の広報等によるさらなる周知
に努めるとともに、各拠点施設の交流会
を開催し、情報交換等を行いながら、事
業の充実につなげていく。

3
子ども医療費の助
成

・子どもの健やかな育ちを実現するために、
中学校卒業の年度まで通院及び入院に係る
医療費の一部を助成していますが、今後更
なる子育て世代への支援に向け、年齢制限
の拡充を考えていきます。

新規

・子どもの健やかな育ちを実現するため
に、通院及び入院に係る医療費の一部を
助成します。（平成27年度から、通院医
療費助成の対象を小学校就学前までか
ら中学校卒業の年度までに拡充。所得制
限を撤廃。）

子育て支援の更なる充実を図るため、令
和４年１月からこども医療費助成の対象
年齢を１８歳まで拡充する。

4 養育支援訪問事業

・養育者の養育力不足や産後うつ状態、精神
疾患等により、児童の食事や衣服の清潔、
生活環境が不適切な状態にある家庭に対
し、従来の相談員の訪問に加え、ヘルパーを
派遣する「育児家事援助型」の支援を行いま
す。

新規

令和2年10月より、従来の相談型の養育
支援訪問に加え、育児家事援助型の養
育支援訪問を開始し、事業所に委託し、
73回ヘルパー派遣。虐待のリスクがすで
に高い家庭を中心に派遣した。

現在、虐待のリスクがすでに高い家庭を
中心に派遣しているが、種々の相談・訪
問等を通じて、子育てで負担・不安を抱え
る家庭のさらなる利用へとつなげ、虐待
の発生予防に向け取り組む。

5

守口市に転入したく
なる、もしくは転入後
の良いイメージがで
きる魅力的な情報発
信

・守口市に転入したくなるようにＳNＳやホー
ムページを通じて魅力ある市の情報を発信
し、イメージ向上に努めるとともに、広報誌を
活用し、市の施策等をしっかりと伝えることに
より定住を図ります。

新規

・広報誌にて、市の魅力や施策等を掲載 ・これから守口市への転入を検討してい
る子育て世帯に対し、子育て関係情報を
含む市の魅力情報チラシを作成し、市内
等不動産業者へ配布を行い、移住を促
す。

3
若い世代の
子育てを支援
する

1
ゆったりとした気分で子ど
もと過ごせる時間がある
母親の割合

80 ％
78.7％

（R1)

※第6次総計と同一指
標
定義：守口市乳幼児健
診（４か月児健診、１歳
６か月児健診、３歳６か
月児健診）での、健やか
親子21の調査におい
て、「ゆったりとした気分
で子どもと過ごせる時
間がある」と答えた割合
出所：～健やか親子21：
厚生労働省母子保健課
踏査～（年齢３区分を再
計算）（⇒健康推進課調
べ）

78.7 98%
子育て世代包
括支援セン
ター

29,360 92%
子育て世代包
括支援セン
ター

2
地域子育て支援拠点事
業の延べ利用者数

32,019 件
29,315件

（R1)

定義：子ども・子育て支
援交付金の実績報告で
出てくる民間園の利用
者数と児童センター及
びもりランドでの利用者
数を足した数
出所：子育て世代包括
支援センター調べ
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資料２

基本目標　２）若い世代に守口の「まちの魅力」を広く伝える

1

守口市の魅力を広く
発信するシティプロ
モーション活動の展
開

・守口市のイメージアップのために、若い世
代の住民や事業者の意見を取り入れて守口
市の魅力を発信していくための方針を策定す
るとともに、行政・住民・事業者等が連携・協
力して様々なことに取り組むことができる体
制をつくります。
・守口市の住み良さ等の魅力が広く知られる
ように、データや動画、ホームページ、ＳNＳ、
ブックレット等を活用してわかりやすく情報を
発信します。
・守口市に住みたくなるような魅力を発信す
るため、子育て家庭をはじめ、市民の皆さん
の生の声を発信します。

継続

・YouTubeを活用して、市のPR動画やもり
吉の動画などを掲載

・官民連携協定等による民間のノウハウ
や技術力も活用しながら、市のPR動画を
作成し、市の魅力を発信する。また、SNS
によってリアルタイムに市の情報をわか
りやすく発信するとともに、なじみのある
未来大使の知名度を利用して市のイメー
ジアップを図る。

・広報誌のフォトニュースなどで地域で活
躍している市民などを取り上げ掲載

・地域の魅力的なイベントや活動につい
て、SNSを活用し、市民自らが市の魅力
を発見し、発信できるようなきっかけ、しく
みを検討する。

・ふるさと納税等地元企業の情報発信
・地域のイベントに対する市の後援による
支援

・地域のイベントに対する市の後援による
支援
・企業訪問等を通じて、企業のニーズを
調査し、具体的な施策に反映します。

・大阪国際大学と連携し、本市の歴史や
芸術・文化等に関する展覧会を実施

・提携大学などと協力し、本市の歴史や
芸術・文化等に関する講演会や展示会な
どを開催していく

・各コミュニティセンターで実施している指
定・自主事業やサークル活動をHPで発
信し、周知を行った。

・指定管理者と協議を行い、市民のニー
ズに合った指定・自主事業の展開や、
サークル活動を広く周知する。

・大枝公園において、指定管理者による
パンフレット（2000部）を作成し、市内、近
隣施設、駅、商店街等に配布。

・指定管理者による大枝公園、大宮中央
公園、下島公園、土居公園の花や生き
物、防災情報、ボランティア活動紹介など
を掲載した公園便りの発刊。
・公園の指定管理者を通じ、公園でのイ
ベント情報やボランティア団体の活動状
況を発信。
・鶴見緑地と連携し、世木公園を再整備、
まちの魅力発信。

・イオンモール大日の連絡橋に市のPR掲
示板を設置
・枚方信用金庫にリーフレットスタンドを
設置

・官民連携を活用して、市の魅力発信動
画の作成や、電子掲示板等を新たに導
入し、身近な情報発信ツールを活用す
る。

・大型商業施設内に掲示板を設置し、市
内事業者及び市の情報の発信

・掲示板を活用し、市内事業者及び市の
情報発信の継続

・小・中学生を対象とした、子ども考古学
教室の実施。
・守口市立図書館一階に、郷土資料室
で、市内で出土した、埴輪等の展示。

守口市の文化財や歴史などを再発見し
てもらうために、小・中学生を対象とした
こども考古学講座の実施及び、守口市立
図書館郷土資料室での展示の充実に努
める。

・副読本「わたしたちの守口」の配付（小
学校３年生）。
・中学歴史資料　－郷土守口の歴史－
の配付。
・講師を招いての出前授業の実施。
・フィールドワーク（地元の文化財等）

・今後も引き続き、地域ぐるみで子どもの
９年間の学びと育ちを支える教育コミュニ
ティづくりの推進を図っていく。

6
守口に新しく住み、
働き始めた人に、守
口の魅力を伝える

・守口の魅力を体感できる「守口魅力巡りツ
アー」を開催する等して、転入者や守口市内
企業の従業員（新入社員、転勤者等）に、守
口市に魅力を感じてもらえる機会を提供しま
す。

新規

・くらしの便利帳を転居者に配布 令和３年度から魅力創造発信課におい
て、本市の魅力発信冊子を作成すること
としており、当該冊子を活用の上、魅力
創造発信課及び地域振興課並びに企画
課において、公民連携の観点も含め、効
果的な活用を検討していく。

1

守口の「まち
の魅力」を広
く情報発信す
る

1
アンケートにおいて市民
が思う守口の魅力「まち
のイメージ」

13.1 ％

2 SNSのフォロワー数 10,000 人
8,603人

（R1)

※第６次総計と同一指
標
定義：市公式SNS
（Facebook・Twitter・
Instagram・LINE）での
フォロワー数（各年度2
月1日現在）
出所：魅力創造発信課
調べ（各SNSのアカウン
ト情報）

継続

3
守口市の資源を最
大限に活用したまち
の魅力の発信

・大枝公園や守口市立図書館、コミュニティセ
ンター、市民体育館等の公共施設等を活用
し、まちの魅力の発信に取り組みます。
・大阪市鶴見区と守口市にまたがって位置す
る大阪市の都市公園である花博記念公園鶴
見緑地と連携し、まちの魅力の発信に取り組
みます。

継続

3.6％
（R1)

※第６次総計と同一指
標
市民アンケートにおい
て、本市の魅力として、
「まちのイメージ」と答え
る割合
出所：企画課調べ（総合
基本計画策定に関する
アンケート調査）

3.6 27% 企画課

2
守口市の地域毎の
様々な魅力情報を
把握・発信する取組

・地域で活動している様々な団体等とつなが
りをもち、地域毎の魅力情報を把握し、その
情報を発信します。

・公民連携による電子掲示板の創設等、市
民協働による情報発信の取組を推進します。

新規

5
小中学生に対する
地域学習を強化し、
郷土愛を育む

市内小中学生に対し、地域学習やフィールド
ワーク等を通じて、守口市の文化財や歴史
等の魅力を再発見してもらうことで、郷土愛を
育みます。

新規
8,603 86%

魅力創造発信
課

4

公民連携による、新
たな広報媒体やＳN
Ｓ等を活用し、まち
の魅力の更なる発
信
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■ 「第２期 守口市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置づける取組一覧
重要業績評価指標（KPI） 具体的な取組

初期値 指標の これまでの取組 今後の具体的取組方針

（年度） 定義・出所 初期値 達成率 備考 （R3.2) （令和７年度に向けて）

基本的方向
めざす値(R7)

実績値
担当課 区分

資料２

1
商店街等による賑わ
いづくりの取組への
支援

・商店街等における賑わいづくりを支援する
ため、引き続き商店街等が実施するイベント
や商業まつり、インターネット等を活用した情
報発信、産学連携等、商店街等の活性化に
向けた取組に係る経費の一部を補助すると
ともに再整備に向けた取組を支援します。

継続

・商業振興事業支援補助金による商店街
発信のイベント等の補助
・商店街存続の継続的な支援として、商
店会等防犯対応設備に関する補助金に
よる街路灯の電気料金やLED化の補助

・同様の支援施策の継続
・商店街等の声を取り入れることによる利
用しやすい施策の実施

2
魅力的なイベントの
開催

・守口市の様々な地域資源を活用し、市民や
関係団体との協働により、若い世代が魅力
的に感じるイベントを開催します。また、イベ
ントを通じて「守口市を知る人」を増やすとと
もに、守口市の魅力にふれることにより「また
来たい」、「住んでみたい」と思ってもらえるよ
うに、来訪者と守口市との関係づくりを促進し
ます。

継続

・守口市民まつりのイルミネーション等に
対する補助金の交付による開催支援

・守口市民まつりのイベントに対する補助
金による開催支援の継続

・もりぐち歴史館「旧中西家住宅」などの
守口市内の魅力拠点を適切に維持管理
しながら、有効活用を検討。
・70周年記念事業において文禄堤歴史シ
ンポジウムの開催
・高札場の設置

・イベントを拡充したことにより、入場者数
が増加傾向にある。今後も計画的に施設
の補修を行い、魅力ある文化財として維
持管理に努めるるとともに、新たな施設
の有効利用についても検討していく。
・東海道五十七次の宿場町としての面影
を残す文禄堤のPRのため、協力関係団
体とともにイベント等の情報発信につい
て検討していく。

・民泊情報についてホームページ上での
情報発信

4

姉妹・友好都市交流
事業等により、守口
市の魅力を発信し、
関係人口を増やす

・子ども交流会等での姉妹・友好都市交流を
通して、参加者やその関係者に向けても市
の魅力を発信するとともに、もり吉グッズや観
光ガイド等の配布を行い、今まで以上に守口
市の認知度を高めることにより、関係人口の
増加を図ります。

新規

・交流事業において本市及び友好都市の
特色紹介
・友好都市交流事業において本市のPR

・交流事業の本市開催の検討など新たな
手法による交流事業の開催
・友好都市における本市のガイド配架
・友好都市交流事業において本市のPR

1
若い世代が魅力を
感じる住宅との出会
いを支援

・若い世代が守口で理想の住まいが見つか
るよう、市が設計事務所や不動産事業者等
と情報連携及び意見交換を実施し、情報発
信を行うことにより魅力的に感じる住宅との
出会いを支援します。

継続

・大阪府住宅まちづくり推進協議会への
参加
・大阪府住まいの活性化フォーラムへの
参加
・他市事例の研究
・適切な開発指導

・協議会等への参加を通じた先進事例、
成功事例の研究
・適切な開発指導

2
公園やまちを美しく
保つための取組

・まちの美しさはまちのイメージに影響するこ
とから、公園利用者や地域住民等との連携・
協力により、公園やまちを美しく保つための
活動の充実や、ペットの飼い主のマナーの向
上に取り組みます。
・幅広い世代が魅力的に感じ、利用したくな
る憩いとスポーツの機能と防災機能をしっか
りと備えた親しみのある公園を計画的に整備
し、運営します。

継続

・町会による公園便所清掃活動。
・掲示物によるペットの飼い主のマナー向
上。

・今後も、公園やまちを美しく保つための
活動の充実や、ペットのマナーの向上に
取り組む。
・町会による公園清掃活動の拡充。
・ペット等飼い主のマナー向上の啓発。
・市民ニーズに応じた魅力的な特色ある
公園整備・再整備を進めていく。

50件
（R1)

※第６次総計と同一指
標
定義：市民団体（市民、
市民による団体、事業
所の集まりなどの団体）
と協働した行政の事業
数（市民団体の事業に、
補助金を出しているだ
け、後援名義を出してい
るだけの事業は除く。）
出所：コミュニティ推進
課・企画課調べ

50 67%
コミュニティ推
進課
企画課

2

若い世代が
守口をふらっ
と訪れる機会
を提供する

1
市民団体と協働した行政
の事業数

75 件

2
新たな魅力創出を目指し
たイベントの件数

10 件

3
魅力拠点と来訪者
の滞在環境の整備

・もりぐち歴史館「旧中西家住宅」等の守口市
内の魅力拠点を適切に維持管理しながら、
有効活用を検討します。また、新たな魅力拠
点の創出についても研究を深めます。
・東海道五十七次の宿場町「守口宿」である
ことを示す文禄堤を貴重な歴史的資源として
保存に努め、市内外の人たちがまちへの愛
着を高める拠点として積極的に活用します。
・守口市への来訪者に対する情報提供（案内
地図、案内表示）を充実するとともに、情報通
信環境（Ｗｉ-Ｆⅰ 等）の整備を検討します。
・国家戦略特区における民泊についての規
制緩和の動向を把握し、守口市内で運営さ
れる民泊に関する情報を発信します。

継続

3

若い世代が
「住む」魅力を
感じる環境を
提供する

1
アンケートにおいて市民
が思う守口の魅力「まち
の賑わい」

15.6

5件
（R1)

※第６次総計と同一指
標
定義：市の魅力発信・シ
ティプロモーションに向
けた新たな企画による
イベントの開催
出所：魅力創造発信課
調べ

5 50%
魅力創造発信
課

企画課％
2.8％
（R1)

※第６次総計と同一指
標
市民アンケートにおい
て、本市の魅力として、
「まちの賑わい」と答え
る割合
出所：企画課（総合基本
計画策定に関するアン
ケート調査）

2.8 18%
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■ 「第２期 守口市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置づける取組一覧
重要業績評価指標（KPI） 具体的な取組

初期値 指標の これまでの取組 今後の具体的取組方針

（年度） 定義・出所 初期値 達成率 備考 （R3.2) （令和７年度に向けて）

基本的方向
めざす値(R7)

実績値
担当課 区分

資料２

3
守口市駅前周辺の
魅力づくり

・守口都市核におけるにぎわいや交流を創出
するため、民間活力の活用により守口市旧
本庁舎等の跡地に魅力ある空間を創出する
とともに、ホール機能をはじめとする施設の
誘導を念頭に、その最適な配置の考え方
や、公民連携の導入を含め、将来の財政負
担に十分配慮した効果的、効率的な事業化
手法等について検討していきます。

継続

　本取組については、「守口都市核周辺
における将来都市ビジョン」や「立地適正
化計画」において市の「賑わい交流ゾー
ン」と位置づけ、京阪・守口市駅前への
ホール機能の誘導を想定しているところ
であり、守口市駅前ににぎわいや交流を
創出する施設として重要であるとの認識
の下、令和３年１月末に、京阪電鉄守口
市駅前周辺へのホール機能の誘導や公
民連携手法の導入の可能性を踏まえた
最適配置方針の策定に向けた予備調査
を開始したところ。
　現在、文化センター等の既存施設の利
用状況等の現状や課題の整理、他市の
ホール整備の事例等の収集などに着手
し、調査を始めている。

　令和3年末に、予備調査の内容を取り
まとめることとしており、その中において、
新たに整備するホール機能の概略規模
や機能を検討し、文化センター、市民体
育館とあわせて最適配置のあり方をとり
まとめることとしており、その結果を踏ま
え、本取組に係る具体的な手法を検討し
ていく。

4

子育て親子など地域
住民が安心して暮ら
せる「安全なまち守
口」をつくるための防
犯

・子育て親子等、誰もが安心して暮らせるよう
に、地域と行政、警察等が連携し、地域の見
守り等の人の手による防犯の取組を更に進
めます。また、警察と行政が連携し、改善し
た守口の治安や、そのための取組を市内外
に広報することで、「安全なまち守口」のイ
メージを定着させます。

継続

5
「こども110番の家」
運動の推進

・子どもたちが身の危険を感じた時に助けを
求めることができるように、守口市青少年育
成指導員連絡協議会と連携し、通学路の沿
道の家庭・団体等の協力を得て、子どもの緊
急避難場所としての役割を担う「こども110番
の家」運動を推進します。

継続

・守口市青少年育成指導員連絡協議会
と連携し、「子ども110番の家」運動への
協力家庭、団体の増加に努めた。

・協力件数の増を目指し、引き続き守口
市青少年育成指導員連絡協議会と連携
しながら周知に努める。

6 通学路の安全確保

・児童・生徒が安心して通学できるようグリー
ンベルトの整備に努めるとともに、横断防止
柵等の交通安全施設の整備を図り、安全確
保に取り組みます。

新規

・グリーンベルトを設置
・横断防止柵など設置

・グリーンベルトの設置
・横断防止柵などの設置

7
若い世代の参画に
よるエリアマネジメン
トの推進

・まちづくりの方向性を若い世代とも共有しな
がら、中心市街地等におけるエリアの価値を
向上させ、まちのにぎわいや新しい都市イ
メージの創出につなげられるよう、守口市旧
本庁舎等の跡地の民間による開発・整備を
はじめ、エリアマネジメント組織と連携したま
ちづくりに資する取組（ブランディング、魅力
あるコンテンツの誘導、既存施設・空き家等
のリノベーション、イベント等）に、特に若い世
代も積極的に関わることができるように工夫
しながら取り組みます。

新規

・令和２年３月に、旧守口市役所本庁舎
跡地及び令和３年度移転予定の現守口
警察署跡地において、民間ノウハウの活
用による新たな魅力拠点を創出するた
め、事業者を選定した。

・令和3年度は公民が連携して実施する
社会実験を実施
・まちづくりに関わる事業者や企業、団体
といった関係者で構成するエリアマネジメ
ントプラットフォームを構築する

8

若い世代の住宅購
入を後押しし、定住
人口を増やすため
の取組

・若い世代の住まいの確保を支援し、ますま
すの定住促進と人口増加を図るため、市内
で住宅を新築または購入された世帯（条件あ
り）の経済的負担の軽減等について検討を
深めます。

新規

・大阪府住宅まちづくり推進協議会への
参加
・大阪府住まいの活性化フォーラムへの
参加
・他市事例の研究

・協議会等への参加を通じた先進事例、
成功事例の研究
・定住促進に向けた効果的な施策及び実
施による成果指標の検討

3

若い世代が
「住む」魅力を
感じる環境を
提供する

2

エリアマネジメントの推進
に向けた公民連携の取
組(ワークショップ・イベン
ト等)

5 回
0回
(R1)

定義：守口市駅北側エ
リア内で公民が連携し
て実施する社会実験
(ワークショップ・イベント
等)
出所：都市・交通計画課
で設定

0 0%
都市・交通計
画課

コミュニティ推
進課

3
青少年健全育成協力数
「こども110番の家」運動
協力家庭数

1,550 件
1,515件

（R1）

※第６次総計と同一指
標
定義：「こども110番の
家」延べ登録家庭数
出所：コミュニティ推進
課
（青少年育成指導員連
絡協議会調べ）

1,515 98%
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■ 「第２期 守口市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置づける取組一覧
重要業績評価指標（KPI） 具体的な取組

初期値 指標の これまでの取組 今後の具体的取組方針

（年度） 定義・出所 初期値 達成率 備考 （R3.2) （令和７年度に向けて）

基本的方向
めざす値(R7)

実績値
担当課 区分

資料２

基本目標　３）子育てファミリー世帯の守口定住を促す

1
幼児教育・保育の無
償化への取組

・平成29年度から守口市が独自に実施して
いる０歳からの幼児教育・保育の無償化につ
いては、引き続き、国の無償化対象外である
０～２歳児までの課税世帯を含む完全無償
化を継続し、保護者の経済面をバックアップ
することで、安心の子育て・子育ちを支援しま
す。

継続

・平成２９年度から本市が独自に実施し
ている０歳からの幼児教育・保育の無償
化については、国の無償化対象外である
０~２歳児までの課税世帯を含む完全無
償化を実施。
・令和２年４月から認定こども園、保育
所、幼稚園等を利用する３歳~５歳児の給
食費のうち副食費相当額について無償
化を実施。

・平成２９年度から本市が独自に実施し
ている０歳からの幼児教育・保育の無償
化については、引き続き、国の無償化対
象外である０~２歳児までの課税世帯を含
む完全無償化を継続して実施。
・認定こども園、保育所、幼稚園等を利用
する３歳~５歳児の給食費のうち副食費相
当額の無償化について継続して実施。

2
子育てと仕事の両立
に向けた環境整備

・子育てしやすく、働きやすい守口を実現する
ため、認定こども園等での幼児教育・保育及
び放課後児童健全育成事業を実施します。

継続

・放課後児童健全育成事業については、
もりぐち児童クラブ「入会児童室」を実
施。
・幼児教育・保育の実施については、就
学前児童に対し必要な幼児教育・保育が
提供されるよう保護者の施設利用への希
望に寄り添うきめ細やかな支援を行うとと
もに、保育の受け皿の確保にも努めたこ
とで、平成31年度及び令和２年度の待機
児童はゼロを達成。

・認定こども園等による、幼児教育・保育
の受皿と質の確保に、引き続き取り組
む。
・待機児童ゼロを基本に、保護者の施設
利用の希望をかなえるべく、きめ細やか
な利用調整・相談支援に取り組む。
・放課後児童健全育成事業の利用者の
増加に対応するため、教育委員会との連
携強化を図りつつ、新たな施設整備につ
いての検討や、民設民営による受皿確保
の可能性等について研究する。

3
ファミリー・サポート
事業

・子育ての相互援助の仕組みであるファミ
リー・サポートが適切に運営されるように、引
き続き依頼者（依頼会員）と協力者（協力会
員）の会員数の拡大に取り組むとともに、協
力会員のスキルアップを支援するための講
習会を開催します。

継続

協力会員養成講座を１回開催（年２回開
催予定のうち１回は新型コロナウイルス
感染拡大防止のため中止）。協力会員の
スキルアップ講習会も年1回開催予定
だったが、同様に中止となった。会員数
拡大に向け、養成講座や入会説明会の
実施にあたっては、広報、HP、チラシ等
での周知を行っている。

引き続き協力会員養成講座や、協力会
員のスキルアップを支援するための講習
会を開催し、会員の拡大、制度の充実に
取り組む。

4
病児・病後児保育の
実施

・病児・病後児の保育の確保を図るため、病
児・病後児保育
を実施する施設の更なる設置等の充実を図
ります。

継続

・私立認定こども園において、病児保育を
１施設、病後児保育を２施設で実施。
・令和２年９月頃に特定教育・保育施設
等へ意向調査を実施。

・病児（病後児）保育事業への保護者の
ニーズ増加に対応するため、私立施設等
へ積極的に働きかけていく。
・現在の実施施設が南部エリアに集中し
ていることを踏まえ、市全体のバランスを
勘案しながら施設の増設に努めていく。

1

ワーク・ライフ・バラ
ンスのとれた職場づ
くりに向けた相談や
情報提供

・有給休暇の取得、長時間勤務の抑制、子育
てや介護と仕事との両立等、ワーク・ライフ・
バランスのとれた職場を増やすため、関係機
関との連携による各種の制度導入に対する
助言や人生における豊かさのために必要と
なるワーク・ライフ・バランスに関する情報提
供を実施します。

継続

・テレワーク推進セミナー、広報、ホーム
ページ等で市民のみならず市内事業者
に対する周知
・新型コロナウイルス感染症の感染拡大
に伴い、感染症対策を行った上での更な
る周知

・広報、ホームページ等における周知の
継続

・講座の開催
・近隣市等開催講座の情報提供
・国・府作成のリーフレット等の配布

・講座の開催
・近隣市等開催講座の情報提供
・国・府作成のリーフレット等の配布
・関係課、関係機関等との連携による啓
発の充実

両親教室に男性も参加してもらい、妊娠
中・産後の育児・家事について両性で担
う意識啓発を行っている。

両親教室に男性もより参加してもらえる
よう、育児体験など教室の内容に工夫を
凝らすとともに、妊娠中・産後の育児や家
事について、両性で担う意識啓発を引き
続き行っていく。

3
新しい生活様式の
実践に向けた働きや
すい環境の整備

・テレワークオフィス等の新しい生活様式に
対応した働きやすい環境を提供するため、公
民連携手法の導入も視野に環境の整備を行
います。また、引き続き、市設置のテレワーク
オフィスである大宮オフィスの利用を促進しま
す。

新規

・テレワーク推進セミナー、広報、ホーム
ページ等で市民のみならず市内事業者
に対する周知
・新型コロナウイルス感染症の感染拡大
に伴い、感染症対策を行った上での更な
る周知

・広報、ホームページ等における周知の
継続

1

０歳からの充
実した教育・
保育サービス
で安心の子
育て・健やか
な子育てを支
援する

1
4月1日時点の厚生労働
省定義の待機児童数

0 人
0人

（R1)

※第６次総計と同一指
標
定義：４月１日時点の保
育所等利用待機児童数
調査の待機児童数
出所：こども施設課調べ

0 #DIV/0! こども施設課

2

暮らしと仕事
とのバランス
が取りやすい
環境を提供す
る

1
公民連携等も含めたテレ
ワークオフィスの整備件
数

5 件
１件
（R2)

男性の家事・育児へ
の参画

・男女ともに暮らしと仕事とのバランスを取
り、子育て世代の時間を確保するため、家
事・育児を両性で担う意識啓発を行います。
また、両親教室や父親を対象にした育児に
関する講座を開催します。

継続

2
ワーク・ライフ・バランスに
関する情報提供回数

15 件
3件

(Ｒ2)

定義；年度末時点での
実施回数
出所：地域振興課調べ

3

定義：４月１日時点のテ
レワークオフィス数
出典：地域振興課調べ

1 20% 地域振興課

2

20%

人権室で実施す
る企業向け人権
セミナー等でチラ
シを配布するなど
を実施

地域振興課
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■ 「第２期 守口市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置づける取組一覧
重要業績評価指標（KPI） 具体的な取組

初期値 指標の これまでの取組 今後の具体的取組方針

（年度） 定義・出所 初期値 達成率 備考 （R3.2) （令和７年度に向けて）

基本的方向
めざす値(R7)

実績値
担当課 区分

資料２

1
公園をより魅力的な
場とする運営

・公園をより魅力的な場とするために、様々
な運動や遊びを教えるスタッフによりスポー
ツを楽しんだり、親子がのびのびと外で体を
動かすことができる機会を提供します。

継続

・指定管理者の事業において、プロチー
ム等の直接指導により、多種目をロー
テーション形式で体験する教室、親子で
参加できる野球体験教室の開催。

・指定管理者により管理する公園の拡
大。

2
身近な自然に親しめ
る機会の充実

・淀川や花博記念公園鶴見緑地等の身近で
自然に親しめる場所・スポットの情報をわか
りやすく発信します。また、親子が身近な自
然に親しめるような機会を提供します。
・地域住民や開発者等の協力を得て、まちな
かにおける小さな緑を増やします。

継続

・緑・花グループによる緑・花推進活動。 ・身近な自然に親しめる機会の充実のた
め、情報提供等に取り組む。
・緑・花グループによる緑・花推進活動。

3
子育て親子が外出し
やすい環境づくり

・子育て中の親子が外出しやすい環境づくり
を進めていくために、授乳やおむつ交換がで
きる場所を無償提供する「赤ちゃんの駅」の
設置を促進します。また、市内でのイベント開
催にあたり移動式「赤ちゃんの駅」の貸出し
を実施します。

継続

市内でのイベント開催にあたり移動式「赤
ちゃんの駅」の貸出しを４件行った。

引き続き、「赤ちゃんの駅」の設置を促進
するとともに、市内でのイベント開催にあ
たり移動式「赤ちゃんの駅」の貸出しを実
施する。

4
公園の計画的な整
備・改修

・市有地の有効活用や老朽化した公園を再
編・集約するなどして、防災機能に加え、より
魅力的なものとするために、公園周辺の地域
性や公園利用者のニーズを踏まえて、子ども
たちがのびのびとスポーツができる工夫や、
芝生の整備や自然を感じられる工夫等によ
り子育て世帯等が憩える場所となるように、
計画的な公園の整備・改修を実施します。

新規

・公的不動産跡地を活用し、公園の整
備、再整備の実施設計業務を実施。

・よつば公園、大日公園、土居公園、菊
水公園、世木公園等のリニューアル。

・指定管理者における小中学生を対象と
したサッカー、野球、テニス、陸上などの
スポーツ教室の開催。

・指定管理者制度を活用し「小中学生を
対象とした魅力的な教室やイベントの開
催」に取り組む。
・ボール遊びができる公園の整備。

・守口市立図書館に隣接する大日公園に
おいて、おはなし会の実施や生涯学習事
業の企画及び実施

・令和３年度に大日公園再整備に伴って
の図書館敷地内の整備を行う
・再整備された大日公園において、子ど
もの読書推進に係る事業や市民が「集
い・学び・交流する」ことを目的とした様々
な講座等を開催していく

・コミュニティセンターの指定・自主事業
で、小中学生を対象にしたイベントを開催
した。
・コミュニティセンターのHP等で自主・指
定事業の周知を行った。

・指定管理者と協議を行い、今後もコミュ
ニティセンターで市民のニーズに応じた
指定・自主事業を実施し、子どもが遊べ
る機会の提供の増加に努める。

6
安全で快適な歩行
空間の整備

・景観や防災面に配慮した、災害に強いゆと
りある都市環境を創出するため、都市計画道
路豊秀松月線整備事業において広幅員歩道
を整備します。
・安全で快適に通行できるよう、歩道の設置
やカラー舗装等の路面標示により、各道路の
特性に見合った歩行空間の確保に努めま
す。

新規

・無電柱化するための電線共同溝工事に
着手。

・都市計画道路豊秀松月線の無電柱化

7
安全で適切な自転
車利用の推進

・歩行者と自転車の通行位置を分離し、自転
車通行空間を確保します。また、自転車利用
者のマナーを向上するため、警察と連携し、
交通安全教室に参画するなどの取組を行う
とともに、市としても安全で適切な自転車利
用に関する情報を提供します。

新規

・自転車通行空間を設置 ・自転車通行空間の整備

１か所
（R1)

※第６次総計と同一指
標
定義：新設公園数、再
整備公園数
出所：公園課調べ

1 11% 道路公園課

3

子どもとお出
かけがしやす
い環境を提供
する

1 公園の整備・再整備数 9 か所

2
公園ボランティアグルー
プ数

66 団体

0 #DIV/0! 保険給食課

5
子どもが遊べる機会
の提供

・ハード面では、公園の再整備において特色
ある公園整備を行い、またソフト面では、公
園のみならず、コミュニティセンター等におい
て、小中学生を対象とした魅力的な教室やイ
ベントを開催し、その情報を積極的に発信し
ます。

新規

3
登下校時の交通事故発
生件数

0 件
0件
(R1)

※第６次総計と同一指
標
定義：市内小中学生の
登下校時における交通
事故発生件数
出所：学校教育課調べ
（児童生徒の問題行動・
被害、長期欠席の児童
生徒に関する月別調
査）

61件
(Ｒ1)

※第６次総計と同一指
標
定義：公共施設等への
花苗の植え付けや水や
り等の活動を行ってい
る緑・花グループと公園
の草刈りやトイレ清掃等
行っているボランティア
グループを合算した団
体数
出所：守口市公園課調
べ

61 92% 道路公園課
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■ 「第２期 守口市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置づける取組一覧
重要業績評価指標（KPI） 具体的な取組

初期値 指標の これまでの取組 今後の具体的取組方針

（年度） 定義・出所 初期値 達成率 備考 （R3.2) （令和７年度に向けて）

基本的方向
めざす値(R7)

実績値
担当課 区分

資料２

基本目標　４）良いイメージをもって守口を誇りに思う子どもを増やし、育てる

・授業改善の推進及び自学自習力の育
成を促進し、取組みの好事例を発信する
ために、指定校を中心とした公開授業を
実施した。
・学習意欲の向上や家庭での学習習慣
の定着を図るため、授業及び放課後学
習教室において児童・生徒への学習支援
を行うサポーターを小・中学校へ派遣し
た。
・学校と家庭との連携による家庭での学
習習慣の定着や、児童・生徒の自学自習
力を向上するため、「家庭学習リーフレッ
ト」や「家庭学習冊子」を配布した。
・中学校において、少人数指導や放課後
補充学習などきめ細かな指導を行うた
め、市の独自の取組として、職員を多く配
置（加配）した。
・子どもたちの９年間の学びを支えるため
に、各中学校区単位で、教職員による相
互参観、合同授業研究会などを実施し、
小中一貫教育を推進した。

・小中一貫教育に基づく教員の指導力向
上のための中学校区等での合同授業研
究会や、組織的な授業改善の推進、自学
自習力の育成に向けた取組みが推進さ
れるよう、指定校の取組み内容等を公開
授業や学力向上担当教員会議を通して
発信する。
・塾等に通っていない小学校等５・６年
生、中学校等１年生～３年生を対象に民
間活力を活用した土曜日や放課後にお
ける学習会を実施する。
・中学校において、少人数指導や放課後
補充学習などきめ細かな指導を行うた
め、市の独自の取組として、職員を多く配
置（加配）する。
・子どもたちの９年間の学びを支えるため
に、各中学校区単位で、教職員による相
互参観、合同授業研究会などを実施し、
小中一貫教育を推進する。

・GIGAスクール構想による令和２年度中
の１人１台端末導入。
・電子黒板および、学習者用端末に授業
支援ソフトを導入。
・研究指定校等の公開授業および各学
校での研修の実施。

・児童生徒が学習用端末を活用し、情報
収集や整理、発信等を通して、探求的・
協働的学習を行いながら、問題解決等に
取り組む。
・大学・企業等と連携し、日々の授業の中
で、専門性のある外部人材等を活用した
遠隔授業を実施。

・学習用端末に自動採点システムを利用
したドリルソフトを導入。
・小学校算数および英語のデジタル教科
書、及び各教科のデジタル教材をセン
ターサーバに保存。
・小学校等に算数の指導者用デジタル教
科書を導入。
・様々な理由で登校できない児童生徒へ
のオンライン授業の実施。

・児童生徒1人1人の学習履歴の蓄積・分
析等を通して、個別最適化された学びを
実現する。
・学習者用デジタル教科書の導入。
・様々な理由で登校できない児童生徒へ
のオンライン授業の全校実施。

・活用問題データのサーバへの蓄積、活
用推進。
・ICT活用に係る授業研修の実施。

・タブレット端末を活用した家庭学習課題
提示の工夫の推進を行う。
・つまずきのある子ども等の分析・把握へ
の活用促進を行う。

・おはなし会の実施
・絵本の読み手ボランティア養成講座の
実施
・「子ども読書の日」、「こどもの読書週
間」を記念した講演会等の実施

・読書習慣のきっかけを提供するため、
親子向けの読み聞かせ講座や児童・生
徒が読書への興味を高めるイベント等を
開催していく

・図書カード配布事業の実施。
・守口市立図書館との連携を深めるた
め、団体貸し出しを活用し、授業の調べ
学習等に使用した。
・学校司書交流会を実施し、本の補修の
講習を市立図書館の司書に実施してい
ただいた。本の装丁を整え、学校図書館
で子どもが本を手に取りやすい環境づく
りに活かした。

・団体貸出しの活用等、守口市立図書館
との連携を継続。
・学校図書館教育全体計画、及び年間計
画に基づく、授業での利活用を充実させ
る。
・ICT機器の活用もふくめ、配置している
学校司書、司書教諭を中心に学校図書
館をメディアセンターとした読書推進活動
の拠点としていく。

％
【中学校】

67％
（R1）

1
全国学力調査の質問紙
調査における学習状況に
係る肯定的回答率

80 ％

・「主体的・対話的で深い学び」の実現に向
け、小中一貫教育に基づく教員の指導力向
上のための中学校区等での合同授業研究会
や、一人一台端末を効果的に活用した指導
方法等をはじめ各種研修を実施します。ま
た、各校の実情に合わせた授業改善に向け
た体制づくりの確立と校内研修等の充実に
取り組みます。
・学校と家庭が一体となり、家庭での生活・学
習や読書の習慣を確立するため、家庭への
働きかけとともに、各学校の実情に応じた宿
題や「自主学習ノート」等の家庭学習課題の
工夫を行います。
・少人数指導や放課後補充学習等のきめ細
かな指導を行うため、中学校に配置していた
市費加配教員を小学校にも拡充するととも
に、地域ボランティア等を活用した放課後学
習の定期開催を行います。また、塾等に通っ
ていない小学校等５・６年生を対象に民間活
力を活用した土曜日学習会を実施します。
・子どもへのきめ細やかな学習支援を展開す
るため、学校運営協議会を通して多様な教
育活動に関わる学校支援ボランティアを拡充
します。
・上記の取組を通じて、子どもたちの学力向
上と学ぶ楽しさや分かる楽しさを主体的に身
に付け、将来の変化に適応していける生きる
力を養います。

継続

2
ＩＣＴを活用した教育
の充実

・「主体的・対話的で深い学び」授業づくりの
ため、電子黒板や一人一台端末等、ＩＣＴ機
器を効果的に活用した学習指導のための研
修を実施し、子どもの学ぶ意欲や情報活用
能力を向上させます。
・協働学習支援ツールやドリル等のデジタル
教材を活用し、児童生徒の学習履歴を蓄積
し分析したうえで、知識・技能の定着を図りつ
つ、多様な考え方を出し合う課題解決学習を
推進します。
・オンライン授業等によって、臨時休業等の
緊急時における学びの保障のみならず、平
素の家庭学習支援や、不登校、病弱の児童
生徒への学習支援を推進します。

新規

【小学校】
67％
（R1)

※第６次総計と同一指
標
定義：学習状況に係る３
項目（①授業では、課題
の解決に向けて自分で
考え、自分から取り組ん
でいる　②自分の考え
がうまく伝わるよう、話
の組立てなどを工夫し
て発表している　③話し
合う活動を通じて、自分
の考えを深めたり、広げ
たりすることができてい
る）の肯定的割合の平
均

出所：文部科学省 「全
国学力・学習状況調査」

67 84% 学校教育課

学校教育課

・認定こども園や児童センター等で絵本の読
み聞かせを行う「おはなし会」を開催するなど
により、守口市立図書館を中心に本と接する
喜び等、読書の楽しさに気付くきっかけをつく
ります。
・子どもが読書に親しむ環境を整備するとと
もに学習活動における調べ学習や読書の時
間等を通じて、言語活動や探究活動の場とし
ての学校図書館の利活用をすすめるため、
中学校区を単位として配置している司書につ
いて、専任司書も含めた配置の充実に努め
ていきます。
・学校図書館の蔵書のデータベース化によ
り、学校間の蔵書の相互貸出や、市立図書
館の蔵書の学校への貸出が効率的にできる
よう取り組みます。

新規67 84%

1
学力向上に向けた
取組

1

変化に対応で
きる確かな学
力と他者を思
いやる豊かな
心を育む学校
教育を提供す
る

3
読書に親しむ環境づ
くり

80
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■ 「第２期 守口市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置づける取組一覧
重要業績評価指標（KPI） 具体的な取組

初期値 指標の これまでの取組 今後の具体的取組方針

（年度） 定義・出所 初期値 達成率 備考 （R3.2) （令和７年度に向けて）

基本的方向
めざす値(R7)

実績値
担当課 区分

資料２

・守口市いじめ問題対策連絡協議会を年
２回開催。
・各校で策定している防災マニュアルから
発達段階に応じた防災教育の実施及び
家庭・地域・関係諸機関と連携した避難
訓練の実施。
・小学校等５、６年生への非行防止教室
の開催。
・小学校等及び中学校等への交通安全
教室の開催。
・小学校等及び中学校等への薬物乱用
防止教室の開催。

・守口市いじめ問題対策連絡協議会を年
２回開催。
・各校で策定している防災マニュアルから
発達段階に応じた防災教育の実施及び
家庭・地域・関係諸機関と連携した避難
訓練の実施。
・小学校等５、６年生及び中学校１年生へ
の非行防止教室の開催。
・小学校等及び中学校等への交通安全
教室の開催。
・小学校等及び中学校等への薬物乱用
防止教室の開催。

・専門家を招聘した情報モラルについて
の出前授業等の実施。
・情報モラル教材「ＳＮＳノート」の完成と
周知。
・緊急時におけるスクールカウンセラー等
の派遣。

・情報モラル教材「ＳＮＳノート」の全校活
用。
・スクールカウンセラーの全校配置に向
け検討を進める。

5 食育の充実

・生涯にわたって生き生きと暮らしていくため
には、自分の健康は自ら守るという考えのも
と、成長の源となる「食の大切さ」に関し、正
しい理解を養うことが必要であることから、認
定こども園、保育所、幼稚園、市立小学校・
中学校等において、「食育」を実施し、地産地
消の取組を充実します。

新規

・市内農家や農業関連団体の開催する
野菜朝市や地場産野菜を利用した学校
給食活用事業などの支援

・引続き、地場産の野菜を利用した学校
給食活用事業の支援
・市内農家や関連団体の協力のもと、市
内農地を活用した市民向け農業体験へ
の取り組み

6

学校・家庭・地域が
一体となった学校運
営協議会制度 （コ
ミュニティ・スクール）
の推進

・地域の子どもたちの９年間を見据え、保護
者や地域住民等の方々による学校運営への
参画、支援及び協力をさらにいただくため、
中学校区毎に学校運営協議会制度（コミュニ
ティ・スクール）を導入し、地域のさまざまな資
源を活用することで、これまでの「開かれた学
校」から『地域とともにある学校』づくりに取り
組みます。

新規

・市内７中学校区に学校運営協議会を設
置。
※さつき学園はH30に設置済み
・中学校区等ごとに年間３～４回の協議
会の実施。
・各校区の実情に応じた学校支援活動の
推進（九九・読書ボランティア等）。
・中学校区等ごとに広報誌の発刊。

・中学校区等ごとに年間５回の協議会の
開催。
・各校区の実情に応じた学校支援活動の
推進。
・中学校区等ごとに発刊する広報誌の充
実等、取組みの情報提供の促進。

・発達段階に応じた工夫を取り入れて防災教
育や情報モラル教育を行います。
・子どもが、様々な危機や危険に対応する能
力を育むため、訓練等を行います。
・自然災害や犯罪等が発生した際に、迅速か
つ適切に子どもの安全を確保できるよう、学
校・家庭・地域や関係諸機関との連携を強化
します。
・災害や事件、いじめ等の人権侵害事象等
が発生した際に、子どものケアを最優先にし
たスクールカウンセラー等を早期に派遣しま
す。また、関係諸機関と連携体制を強化しま
す。

新規

70% 教育センター

4
子どもを守るネット
ワークの確立

1

変化に対応で
きる確かな学
力と他者を思
いやる豊かな
心を育む学校
教育を提供す
る

562

「タブレットPCを活用し、
問題解決等することがと
てもできる」と回答した児
童・生徒の割合

80 ％
56％
(H30)

※第６次総計と同一指
標
定義：「タブレットPCを活
用し、問題解決等するこ
とがとてもできる」と回答
したアンケート結果の割
合
出所：教育センター調べ
（各学校の児童生徒に
対してのアンケート調
査）
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■ 「第２期 守口市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置づける取組一覧
重要業績評価指標（KPI） 具体的な取組

初期値 指標の これまでの取組 今後の具体的取組方針

（年度） 定義・出所 初期値 達成率 備考 （R3.2) （令和７年度に向けて）

基本的方向
めざす値(R7)

実績値
担当課 区分

資料２

1
青少年の活動への
支援

・守口市青少年育成指導員連絡協議会に青
少年活動のための補助金を交付します。
・引き続き、スポーツ少年団等の青少年の育
成を担う団体の相談に応じるとともに、青少
年関係団体補助金を交付し、その活動の活
性化を支援します。また、ホームページやＳN
Ｓを用いて、その情報を発信します。

継続

市のホームページに掲載し、周知を行っ
た。また、LINE等のSNSを用いての周知
も行った。生涯学習・スポーツ振興課に
学校施設の目的外利用申請に来られた
団体に、青少年関係団体補助金の周知
を行い、新規団体の申請があった。

引き続き市のホームページやSNS等で周
知を行う。また、他課とも連携し、新規の
申請団体の確保に努める。

・守口市民まつりに対する補助金の交付
による開催支援
・友好都市交流事業における自然体験の
実施

・守口市民まつりに対する補助金の交付
による開催支援の継続
・友好都市交流事業における自然体験の
継続

取組なし 子どもたちが熱中できるイベント等の開
催にあたり、公民連携の観点から効果的
な取組などについて、コミュニティ推進課
と情報共有を図りつつ、当該取組の充実
を図る。

・指定管理者における小中学生を対象と
したサッカー、野球、テニス、陸上などの
スポーツ教室の開催。

・指定管理者制度を活用し「小中学生を
対象とした魅力的な教室やイベントの開
催」に取り組む。

・各公共施設において、指定管理者と協
議しながら様々な事業を実施している

・各公共施設において、指定管理者と協
議しながら様々な事業を実施していく

・守口市青少年育成指導員連絡協議会
と連携し、「こどもまつり」や「こども会親
善スポーツ大会」、「こども会駅伝競走大
会」等、子どもと地域の大人の繋がりを深
めるイベントを実施してきた。

・守口市青少年育成指導員連絡協議会
と連携し、今後も子どもと地域の大人の
繋がりを深める魅力的なイベントを実施
していく。
・HPやSNS等を用いて、イベントの情報を
広く発信する。

1

防災ジュニアリーダー育
成のために消防団等が
子どもを対象とした防災
教育の実施回数

1 回
未実施

（R2)

定義：年度末時点にお
ける実施回数
出所：危機管理室調べ

0 0% 危機管理室 1
防災ジュニアリー
ダーの育成

・消防団等による防災ジュニアリーダーを育
成し、子どもたちに防災に対する理解を深
め、自らの命を自らで守る術を体得させま
す。また、ボランティア等を通じ、社会に貢献
する意識を育みます。

新規

新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、消防団による子供たちへの防災教育
は実施できなかったが、市が防災動画を
作成し、市公式YouTubeに掲載した。そ
の中に、子供のいる家庭向けの動画を掲
載した。

・消防団等による子どもを対象とした防災
教育の実施
・

2
防災ハザードマップ
等を活用した系統的
な防災教育の推進

地震や自然災害等の予期せぬ状況下におい
ても、子どもたちが適切な行動をとり、自らの
命を守りつつ、地域の方々と助け合える力を
身につけるため、市防災ハザードマップやデ
ジタル教材を活用し、発達段階に応じた防災
教育に取り組んでいきます。

新規

・市防災ハザードマップやデジタル教材を
活用による防災教育の実施。
・学校・家庭・地域・関係諸機関と連携し
た避難訓練の実施。

・市防災ハザードマップやデジタル教材を
活用による防災教育の実施。
・学校・家庭・地域・関係諸機関と連携し
た避難訓練の実施。

3
ＳＤＧｓの理解を深
め、地域課題の解決
等に取り組む

・ＳＤＧｓの理解を深めるため、小学校等から
ＳＤＧｓについて学ぶ機会を提供します。
・地域課題の解決に主体的に取り組む児童
生徒を育成するため、  ＳＤＧｓにおいて示さ
れている国際理解、情報、環境、福祉・健康
等の現代的な諸課題を探究課題として設定
した教育活動に取り組んでいきます。

新規

・総合的な学習の時間等で国際理解教
育や情報教育、環境教育、福祉・健康教
育に取り組んでいる。
・総合的な学習の時間等でＳＤＧｓについ
て学び、現代的な諸課題を探究課題とし
て設定した教育活動に取り組んでいる。
・守口ロータリークラブ主催による守口子
ども議会において、中学校等の代表者が
地域課題について意見や提案を発表す
る場を設定している。

・人材育成基金を活用し、ＳＤＧｓに関す
る出前授業を小学校等へ実施していく。
・総合的な学習の時間等で国際理解教
育や情報教育、環境教育、福祉・健康教
育に引き続き取り組んでいく。
・総合的な学習の時間等でＳＤＧｓについ
て学び、現代的な諸課題を探究課題とし
て設定した教育活動に取り組んでいく。
・守口ロータリークラブ主催による守口子
ども議会において、中学校等の代表者が
地域課題について意見や提案を発表す
る場を設定している。

学校教育課 3
子どもが楽しめるイ
ベント等の充実とそ
の情報発信

2

子どもたちが
熱中できるこ
とに出会う機
会を提供する

1
青少年活動団体補助金
交付団体数

25 団体
17件
（R1)

※第６次総計と同一指
標
定義：青少年活動団体
補助金の延べ交付団体
数
出所：コミュニティ推進
課調べ

・小中学生を対象とした魅力的な教室やイベ
ントを開催し、その情報を発信します。
・守口市こどもまつりの開催をはじめ、子ども
と地域の大人がつながりを深めることができ
る機会を提供します。

新規

・子どもたちが熱中できることと出会えるよう
に、民間企業や大学等と連携し、体験交流イ
ベント開催等を支援します。

新規

2
学校支援ボランティアの
人数

2,000 人
1,612人

（R1）

※第６次総計と同一指
標
定義：授業以外の学習
支援や部活動指導・環
境整備など、学校支援
地域本部等に係るボラ
ンティアの延べ人数
出所：学校教育課調べ
（学校への調査）

1,612 81%

17 68%
コミュニティ推
進課

2
産官学連携による、
子どもたちが熱中で
きる機会の提供

95% 学校教育課

3

子どもたちが
社会の秩序を
守り、社会や
世界に貢献
する意識を育
む

2

地域・社会貢献に関する
アンケート項目「人の役に
立つ人間になりたい」「地
域や社会をよくするため
に何をすべきか考えるこ
とがあるか」における肯定
的な回答割合

66.9 ％
63.8％

(R1)

※第６次総計と同一指
標
定義：全国学力・学習状
況調査のアンケート項
目「人の役に立つ人間
になりたい」「地域や社
会をよくするために何を
すべきか考えることがあ
るか」の肯定的割合の
平均

出所：文部科学省 「全
国学力・学習状況調査」

63.8
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■ 「第２期 守口市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置づける取組一覧
重要業績評価指標（KPI） 具体的な取組

初期値 指標の これまでの取組 今後の具体的取組方針

（年度） 定義・出所 初期値 達成率 備考 （R3.2) （令和７年度に向けて）

基本的方向
めざす値(R7)

実績値
担当課 区分

資料２

1
各コミュニティセンターの
年間平均利用率

33 ％
29.7％

（R1)

※第６次総計と同一指
標
定義：各コミュニティセン
ターの平均利用率（会
議室・体育室等のすべ
て）

出所：コミュニティ推進
課
（各指定管理者調べ）

29.7 90%
コミュニティ推
進課

1
コミュニティセンター
等における市民活
動の支援

・コミュニティセンター等に登録されている
サークル等の活動を魅力的に情報発信し、
若い世代が仲間づくりを行える環境を提供し
ます。
・青少年育成指導員連絡協議会と連携し、子
どもたちが様々な活動を通じて一緒に楽しむ
仲間をつくる機会を提供します。
・市民活動の活性化に資する様々な事業を
展開・実施します。

新規

・コミュニティセンター等に登録されている
サークル等の情報をコミュニティセンター
のホームページや掲示板等で周知を行っ
た。
・市民活動の活性化のため、各コミュニ
ティセンターが実施する自主事業等を
ホームページ等で周知し、様々な事業を
展開・実施した。

・引き続きホームページ等で定期利用
サークル等の周知を行い、仲間づくりの
機会を提供する。
・青少年育成指導員連絡協議会と連携
し、小学校区単位での活動等で子どもた
ちの仲間づくりの機会を提供する。
・今後も市民活動を活性化させるため
の、様々な事業を展開する。

2
各コミュニティセンターが
主催するイベント数

150 回
100回
（R1)

定義：各コミュニティセン
ターでのイベント開催数
出所：コミュニティ推進
課調べ
（各指定管理者からの
事業報告書より）

100 67%
コミュニティ推
進課

2
若い世代の様々な
活動の成果を披露
する機会の提供

・市民まつり等のイベントで、若い世代が取り
組んだことについて成果を発表できる機会を
提供し、魅力的な情報発信や交流を行えるよ
うに協力します。

新規

・守口市民まつりに対する補助金の交付
による開催支援

・守口市民まつりに対する補助金の交付
による開催支援の継続

1

若い世代が「守口市
の未来を語りあう」
場づくりと活動実践
の支援

・若い世代が未来に希望を抱ける魅力ある
守口市にするため、若い世代が守口市の未
来を語りあう機会・場を提供するとともに、守
口市公募型協働事業提案制度等を活用し
て、若い世代による地域活性化の企画・取組
を支援します。

継続

・次代を担う子ども達が市政の概要を理
解し、市政に対する意見を発表する機会
として市立中学校の生徒による「こども議
会」を開催し、市政に興味をもってもらう。

協定を締結している大学の学生たちと協
働し、市の魅力発信に関わってもらえる
よう、イベントや動画配信などを企画して
いく。

2
市民が守口市に愛
着・誇りを感じる機
会づくり

・市民が守口市の魅力を再発見できるよう
に、東海道五十七次等の歴史・文化にふれ
られるようなまちあるきや、フォトコンテスト等
の機会を充実します。
・住民交流を深め、公園への愛着を高めるた
めに、地域団体等が公園やコミュニティセン
ター等を利用して行う住民交流等のイベント
の開催を支援します。

継続

・令和2年度に広報誌にて、市民から守
口市の魅力ある写真を募集する「＃もり
スマイル写真館」を実施

・守口市の魅力を発信するインターネット
番組を開設し、様々な観点から、市の魅
力情報を発信する。

3
守口市公募型協働
事業提案制度の充
実

・多くの市民から公募いただけるよう、要件の
一部を緩和するなど、制度の更なる充実を図
ります。
・若い世代に制度を活用してもらうため、若い
世代が親しみやすいＳNＳを積極的に利用
し、周知します。
・市内の大学等と連携し、学生にも本制度を
活用し、より良い守口づくりに関わってもらえ
るよう取り組みます。

継続

・自由課題提案型を新設
守口市における地域課題の解決や地域
の活性化を目指す新たな事業、又はこれ
まで市が単独で実施してきた事業につい
て、協働の視点からの提案を募集
・広報、LINE、Facebook等のSNS、FMは
なこを活用し、周知を行った他、各公共施
設に募集要項を設置

・公募開始を早め、募集期間を拡充しま
す。
・引き続きSNS等を活用し、制度の周知
に努めます。
・市内の大学等と連携し、募集要項を設
置させてもらう等学生にも本制度に関
わってもらえるよう取り組みます。

4
産官学の連携による
守口の魅力再発見

・産官学連携によるフィールドワーク等を実
施し、守口の魅力再発見を行います。あわせ
て、成果を発表する場を提供し、その成果内
容について、ＷＥＢや動画、アプリ等を活用し
て広く周知します。

新規

・関西大学との共同事業として、もり吉
そっくりコンテスを実施し、選ばれたもり
吉そっくりの犬とPR動画を作成し市の魅
力を発信した。

・守口市へ訪れるきっかけとなる観光ガイ
ド「ことりっぷ」の守口市版を作製する。こ
の作製にあたっては、連携している大学
の学生等の意見を取り入れながら、新た
なまちの魅力を発見し、発信するツール
とする。

4

子どもから若
い世代までが
集い、仲間づ
くりがしやす
い環境を提供
する

5

若い世代がよ
り良い守口づ
くりに関われ
る機会を提供
する

1

産官学連携等の子どもた
ちや若い世代が守口の
魅力を再発見を行い、成
果を発表できるようなイベ
ントの開催

コミュニティ推
進課

企画課

2
守口市公募型協働事業
提案制度の提案件数

10 件
1件

（R1)

※第６次総計と同一指
標
定義：守口市公募型協
働事業提案制度におい
て応募があった事業の
数（採択数ではない）
出所：コミュニティ推進
課調べ

1 10%

5 件
1件

（R1)

新たな取組であるため、
まずは、延べ５件のイベ
ント開催を目標として設
定。

1 20%
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